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  国際オープンデータ憲章は、政府のオープンデータの開放についての一連の原則及び最良慣行である。この憲章は、2015年10月（引用者注：正しくは9月27～29日）のオープンガバメントパートナーシップ・グローバルサミットにおいて、17の国、州及び都市の政府によって公式に採択されたものである。署名者は、チリ、グアテマラ、フランス、イタリア、メキシコ、フィリピン、韓国、英国及びウルグアイの各国、ブエノスアイレス、ミナティトラン、プエブラ、ベラクルス、モンテビデオ及びレイノーサの各都市並びにモレロス及びハラパの両州である。


  ――Wikipedia


  国際オープンデータ憲章



  オープンデータとは、これを誰もが・いつでも・どこでも利用し、二次利用し、また再配布するために必要な技術的及び法的な特性を以て供用されるデジタルデータである。


  要約


  憲章の6つの原則は、2015年に、データを公表する方法についての世界的に合意された一連の意欲的な規範を示すために、世界中の政府、市民社会組織及び専門家によって作成された。以下は、6つの原則の非公式な説明である。


  1. 当然にオープンであること


  
    
      
        	
          
        

        	
          これは、政府が運営される方法及びこれが市民と相互作用する方法における現実的な変化を示す。現在、我々は、しばしば希望する個別の情報を当局に請求しなければならない。当然にオープンであることとは、これを転倒させて、全体に対して公開されていると推定されるべきであることをいう。政府は、例えば安全保障又はデータ保護を理由として、クローズされたままにするデータを正当化する必要がある。これが機能するためには、オープンデータがそのプライバシーに係る権利を損なわないことを市民が確証するものでもなければならない。

        
      

    
  


  2. 適時かつ包括的であること


  
    
      
        	
          
        

        	
          オープンデータは、関連性がある間においてのみ価値がある。情報を迅速かつ包括的な方法で公表することは、成功のためのポテンシャルの中心である。政府は、可能な限り、その原型たる未加工の形式によってデータを提供しなければならない。

        
      

    
  


  3. アクセス可能かつ利用可能であること


  
    
      
        	
          
        

        	
          データが機械可読であって発見しやすいものであることを保証することによって、データはさらに前進する。ポータルは、これを達成する方法の一つである。しかし、情報が提供されるファイルのフォーマット等、データにアクセスする利用者の体験について考えることも重要である。データは、無償とされ、また、例えばクリエイティブ・コモンズが作成したようなオープンな利用許諾の下になければならない。

        
      

    
  


  4. 比較可能性及び相互運用性があること


  
    
      
        	
          
        

        	
          データは、多層的な影響を有する。アクセスできるデータセットが高品質であるほど、また、データ同士の組合せが容易であるほど、それらから得られる潜在的な価値は大きくなる。こうしたことを発生させるにあたって、データについての共通の同意が得られた諸標準が、重要な役割を果たす。

        
      

    
  


  5. 統治及び市民参加の改善のためになること


  
    
      
        	
          
        

        	
          オープンデータには、市民（及び政府内の他の者）が当局及び政治家が行っていることについてよりよい像を得られるようにする機能がある。こうした透明性は、公共サービスを改善したり政府が説明責任を果たすのを助けたりすることがある。

        
      

    
  


  6. 包摂的な開発及びイノベーションのためになること


  
    
      
        	
          
        

        	
          最後に、オープンデータは、包摂的な経済発展の促進を助けることができる。例えば、データへのさらに多くのアクセスによって、農業をより効率的にすることができ、気候変動への対応にこれを用いることもできる。最後に、我々は、しばしばまさに政府の能力向上としてオープンデータを考えるが、ここには、オープンデータの背後から金銭を生み出す起業家の世界の全てがある。

        
      

    
  


  この憲章に係るネットワークは、政府その他の者によるこの憲章の各原則に対する理解を助けるために用いることができる２つの文書を作成した。


  注釈――実施にあたる政府のためにこの憲章の各原則を明確にし、また、最良慣行を提供するもの


  主要な用語及び定義――この憲章の各原則中の主要な用語が定義された用語集


  前文


  1. 世界は、技術及びデジタルメディアによって促進され、また、データ及び情報を原動力とする、大きな全球的変動を目撃しつつある。この変容には、透明性、説明責任、効率性、応答性及び有効性がより高い政府及び市民社会組織並びに民間部門の諸機関を促進したり、持続可能な開発目標の設計、伝達及び評価を全球的なスケールで支援したりする大きな可能性を有する。


  オープンデータは、このような世界的な変動の中心にあるものである。


  2. より繁栄した、平等で、かつ公正な社会の構築には、各政府が透明かつ説明責任を果たすものであることが、また、これらが市民と恒常的かつ有意義に接触することが必要である。そのために、主要な社会的挑戦についての協働の推進、社会による政府活動に対する有効な監視の提供、また、イノベーション、持続可能な経済発展並びに効果的かつ効率的な公共政策及び公共プログラムの創造及び拡大に対する支援を模索する全球データ革命が進行しつつある。


  オープンデータは、これらの目標を満足させるための重要なものである。


  3. オープンデータは、政府、市民、市民社会組織及び民間部門の諸機関を、よりよく情報に基づいた意思決定を行えるものにする。データへの効果的かつ適時のアクセスは、個人及び社会が社会的・経済的な便益を生み出して世界中の人々の生活を改善しうる新たな洞察及び革新的な発想を作り出す助けとなる。


  オープンデータは、獲得されるべき機会を提供する。


  4. オープンデータは、利用者が数多くの事業及び部門をまたいでデータを追跡して、様々なデータ間のつながりを比較し、結合し、またこれを辿ることを可能にする。データを効果的に結合及び比較できれば、これは、トレンドを明らかにし、社会・経済における課題及び不公平を特定し、また、公共プログラム及び公共サービスの進捗を測定する助けとなる。


  5. オープンデータは、保健、教育、公共の安全、環境保護、人権、自然災害等の領域における公共サービスについて、よりよい成果に向けて働く政府、市民、市民社会組織及び民間部門の諸機関に力を与えるものとなりうる。


  6. オープンデータは、新たな市場、産業及び仕事を創設及び強化するのを助けることによって、包摂的な経済成長の発生に貢献することができる。こうした便益は、より多くの市民社会組織及び民間部門の諸機関がオープンデータに係る良い慣行を取り入れてこれら自身のデータを社会と共有するにつれて倍加させていくことができる。


  7. オープンデータは、政府内及び政府間の情報の流れを改善したり、政府の意思決定及び諸過程をいっそう透明なものにしたりする助けとなりうる。透明性の増大は、説明責任及び良好な統治を促進し、社会的な議論を強化し、また、汚職との戦いを助ける。


  8. オープンデータは、革新的で証拠に基づいた政策の解決策を提供したり、社会の全構成員のために経済的便益及び社会の発展を支援したりする機会を提供する。オープンデータは、例えば次のことによって、これを行うことができる。


  ―証拠に基づく政策立案の支援：政府による政策の策定及び証拠に基づく意思決定におけるデータの利用の推進。これは、公共政策の成果の改善及び持続可能な経済・社会の発展の基礎作りを可能にする。


  ―部門間協働の実現：政策の設計及びよりよい公共サービスの提供について、政府、市民、市民社会組織及び民間部門の諸機関の間の協働を支援する。


  ―資金の追跡：公的資金の使途及び使われ方を示し、以て政府に、公的資金を有効に使用していることを示すよう動機付ける。


  ―天然資源の統治の改善：国の天然資源がどのように利用されているのか、産物による収益がどのように支出されているのか、また、土地がどのように取引及び管理されているのかについての認識を高める。


  ―影響の監視：公共プログラムの影響評価を支援し、政府、市民社会組織及び民間部門の諸機関が地方のコミュニティからの個別的なニーズにより効果的に応えることを可能にする。


  ―公平な成長の促進：市場、産業及び雇用を創造及び強化することによって持続可能かつ包摂的な成長を支援する。


  ―データの地理的位置付け：地理空間的な、また地球観測に係る参照点を提供する。これは、データを地理的に重ね合わせられるようにすることによって、比較可能性及び相互運用性並びに効果的な分析を支援する。


  ―意思決定の改善：市民がその受けているサービス及び期待すべきサービスの水準について、よりよく情報を与えられた選択を行えるようにする。


  このような方法で利用されることによって、オープンデータは、人々が価値、洞察、発想及びサービスを生み出すために利用して全ての人のためによりよい世界を作ることができる、重要な公共財となる。


  9. 我々は、国際オープンデータ憲章を遵守し、政府その他の公共部門の組織が市民の利益となる膨大な量のデータを保有していることを、また、このデータが充分に利用されていない資源であることを認識する。政府データの開放は、公共的な意思決定における市民参加及び政府の説明責任を全て保証しつつ、我々の市民のニーズをよりよく満たしたり、繁栄のためのイノベーション、正義、透明性及び成功を可能にしたりする、いっそう相互連携した社会の構築を促進することができる。[注]


  10. よって、我々は、データへのアクセス並びにデータの開放及び利用の基礎となる、一連の6つの原則を守ることに合意している。これらの原則は、データが次のようなものであることを指示している。[注]


  1. 当然にオープンであること。


  2. 適時かつ包括的であること。


  3. アクセス可能かつ利用可能であること。


  4. 比較可能性及び相互運用性があること。


  5. 統治及び市民参加の改善のためになること。


  6. 包摂的な開発及びイノベーションのためになること。


  11. 我々は、この憲章の各原則及び関連する資源の実施を支持して、行動計画を確立し、あるいは既存の仕組又は政策を特定する。我々は、これらの原則を技術上の最良慣行及び我々の行動計画に示されたタイムフレームに従って実施するための我々の政治的・法的枠組の中で、必要な資源を作用させることを約束するよう合意している。[注]


  12. この憲章は、あらゆるレベルの政府及び国際機関がこれを採択するという展望を以て確立されてきた。この憲章の重点はオープンガバメントデータにあるが、その他市民社会組織、民間部門の組織等がこれらの原則を採択することも歓迎される。[注]


  原則1 当然にオープンであること


  13. 我々は、「政府データ」の語には国、地域、地方及び都市の政府、国際政府機関並びに広範な公共部門におけるその他の類型の機関が保有するデータが含まれるがこれらに限られるものではないことを認識する。政府データの語は、部外の機関が政府のために作成したデータにも、また、部外の機関が保有して政府のプログラム及びサービスに関連する、社会にとって大きな便益となるデータにも適用されうる（採掘主体についてのデータ、運輸社会基盤についてのデータ等）。[注]


  14. 我々は、政府データへの自由なアクセス及びその後の利用が社会及び経済にとって大きな価値を有することを、また、それゆえに政府データが当然にオープンでなければならないことを認識する。[注]


  15. 我々は、オープンデータの作成、利用、交換及び調和についての資源、諸標準及び政策の全球的な確立及び採用を促進する必要性を認識する。[注]


  16. 我々は、オープンデータが、オープンデータによってプライバシーの対する市民の権利が損なわれることがないこと及び市民が自身の個人データ又は自身と政府とのやりとりの結果として作成されたデータの収集及び利用に影響を及ぼす権利を有することを市民が確証しているときにのみ開放されうるものであることを認識する。[注]


  17. 我々は、次のことを行う。


  a. この憲章の概説するところにより、政府データが当然にオープンなものとされることを保証するための政策及び慣行を、開放しえないデータもあることに正当な理由があると認識しつつ、確立及び採用する。


  b. 一定のデータを開放できないことについて、明確な正当性を示す。[注]


  c. 立法及び政策的手段によるだけでなく、政府、市民社会組織及び民間部門の代表者をオープンデータによる利便に気づかせるように設計された訓練プログラム、意識向上プログラム、ツール、ガイドライン及びコミュニケーション戦略の助けにもよって、開放性という文化を確立する。[注]


  d. 公的統計機関を含む政府の全ての部門・機関においてこの開放性という文化への以降を実現するために必要なリーダーシップ、管理、監督、実績による動機付け及び部内的な情報交換についての方針を確立する。[注]


  e. 国内法及び国際的に認知された諸標準、殊に安全保障、プライバシー、守秘義務及び知的財産権に関係するものを観察する。関連する法律又は規則が存在しないか古くなっているときは、それらが制定及び/又は更新される。[注]


  f. プライバシーに関する法律及び諸標準に従い、機微に触れる個人を特定可能なデータが除去されることを保証して、データをその公表前に匿名化する。[注]


  原則2 適時かつ包括的であること


  18. 我々は、開放又は公表のためにデータを特定するには時間及び人的・技術的資源が必要になることを認識する。[注]


  19. 開放及び/又は改善についてどのデータを優先するかを明らかにするために、市民、他の政府、市民社会組織、民間部門の組織等のデータの利用者との協議が重要であることを認識する。[注]


  20. 我々は、政府、市民、市民社会組織及び民間部門の諸機関にとって価値あるものであるためには、データが包括的、正確かつ高品質でなければならないことを認識する。[注]


  21. 我々は、次のことを行う。


  a. 公開の包括的なデータ保有のリストを作成、維持管理及び共有して、データの優先順位付け、公表及び公開期日についての有意義な協議を支援する。[注]


  b. 高品質なオープンデータを不適切な遅れなしに適時を旨として開放する。データは、包括的かつ正確であり、市民、他の政府、市民社会組織、民間部門の組織等のオープンデータの利用者との協議から情報を得た優先順位付けに従って開放されることになる。[注]


  c. 可能な限りにおいて、その原型たる未加工の形式を以てデータを開放し、また、データを何らかの関連性のある指針、文書、視覚化又は分析と関連付ける。[注]


  d. 可能な限りにおいて、ジェンダー、年齢、収入その他の類型による分割等の最低水準の加工をされたものへと分解されたデータを開放する。[注]


  e. 利用者によるフィードバックの提供を可能にし、また、データの品質が必要に応じて改善されることを保証するための見直しを続ける。[注]


  f. 一貫性のある情報ライフサイクル管理慣行を適用して、データセットの歴史的コピーを、それらが価値を持ち続ける限りは、保存し、アーカイブし、またアクセス可能なものとしておくことを保証する。[注]


  g. オープンデータを基盤としてツールを作ってきた利用者に対する影響を最小化するために、データの構造及び供給に対する大きな変更については、データの利用者と協議する。[注]


  h. データの収集、諸標準及び公開に係る我々自身のプロセスについて、これらのプロセスをオンラインで文書化することによって、透明化する。[注]


  原則3 アクセス可能かつ利用可能であること


  22. 我々は、データの開放によって政府、市民、市民社会組織及び民間部門の諸機関がいっそう情報に基づく意思決定を行うことができるようになることを認識する。[注]


  23. 我々は、オープンデータが開放されるとき、それは容易に探索可能かつアクセス可能でなければならず、また、人々がデータにアクセスするのを妨げうる官僚的な又は行政上の障壁なしに供用されるべきであることを認識する。[注]


  24. 我々は、次のことを行う。


  a. データを中枢ポータルにおいて公開して、オープンデータを、一箇所で容易に探索可能かつアクセス可能なものとする。[注]


  b. 最大の範囲の利用者による発見、アクセス及び利用のために入手可能であることを保証するために、データをオープンフォーマットによって開放する。多くの場合、このことには、データをコンピュータによって処理できたり人々が利用できたりするようにするために、データを複数の標準化フォーマットによって提供することが含まれる。[注]


  c. オープンかつ無制約の利用許諾の下で、データを無償で開放する。[注]


  d. データを強制的な登録なしにデータを開放して、利用者が自身を特定されることを要求されることなくデータをダウンロードすることを選択できるようにする。[注]


  e. データが最大の範囲の利用者によって有効にアクセス及び利用されうることを保証する。このことには、オープンデータに対する認識を向上させ、データリテラシーを促進し、オープンデータの有効利用のための能力を構築し、市民、共同体並びに市民社会及び民間部門の代表者が公共の資源の利用され方を効果的に理解するために必要とされるツール及び資源を持つことを保証するための、取組の創設が求められることがある。[注]


  原則4 比較可能性及び相互運用性があること


  25. 我々は、データが最も効果的かつ有用であるためには、これが各部門内及び部門間で、地理的な場所をまたいで並びに時間を超えて容易に比較されるべきであることを認識する。[注]


  26. 我々は、相互運用性、トレーサビリティ及び効果的な二次利用を支援するために、データが構造化された標準化フォーマットによって提供されなければならないことを認識する。[注]


  27. 我々は、次のことを行う。


  a. データの収集及び公表にあたって、データのフォーマット、相互運用性、構造及び共通的な識別子に関してオープン標準を実施する。[注]


  b. オープンデータセットがコアメタデータを含み、また、人間可読かつ機械可読のフォーマットによって供用されることを保証する。[注]


  c. データが完全に記述されることを、データに付随する全ての文書が明確かつ平易な言葉によって書かれることを、また、データの利用者がデータの情報源、長所・短所及び解析限界を理解するための充分な情報を有することを保証する。[注]


  d. 国内標準化機関・国際標準化機関その他既存の国際標準間の相互運用性の向上を促進するための標準設定の取組に関与し、既存のものがなければデータについての共通的で全球的な諸標準の作成を支援し、また、データについて我々が作成した何らかの新しい諸標準に可能な限りの範囲で既存の諸標準との相互運用性があることを保証する。[注]


  e. 地方的な諸標準及び識別子を世界的に合意された新たな諸標準へと割り付け、社会的に結果を共有する。[注]


  原則5 統治及び市民参加の改善のためになること


  28. 我々は、オープンデータの開放が、我々の公的機関に対する統治及び信頼を強化し、法の支配を尊重するという各政府の義務を補強し、また、意思決定を改善したり公共サービスの提供を強化したりするための透明かつ説明責任のある基礎をもたらすことを認識する。[注]


  29. 我々は、オープンデータが我々の市民のニーズを満たすプログラム及び政策の確立、実施及び評価を促進し、また、市民参加及びよりよく情報に基づいた政府と市民との契約を可能にすることを認識する。[注]


  30. 我々は、市民並びに市民社会及び民間部門の組織への関与及びこれとの協議が、どの種類のデータに対する需要が大きいかを政府が理解するのを助けうるものであって、ひいてはデータの優先順位付け、開放及び標準化の慣行の改善へと繋がりうることを認識する。[注]


  31. 我々は、都市及び地方の政府がしばしば市民と政府との相互作用の起点となること、また、それゆえにこれらの政府がオープンデータへの市民の関与に対する支援において重要な役割を担うことを認識する。[注]


  32. 我々は、次のことを行う。


  a. 我々のオープンデータに係る取組の進捗及び影響について定期的に報告を公にするための監視及びレビューのプロセスを実施する。[注]


  b. 透明性又は汚職行為防止法の結果として公表された情報がオープンデータとして開放されることを保証する。[注]


  c. 政府職員が政策策定過程においてオープンデータを効果的に利用することができることを保証するために設計された訓練プログラム、ツール及びガイドラインを提供する。[注]


  d. 情報の自由/情報へのアクセス/情報権に係るコミュニティに関与して、オープンデータの積極的な開放と、請求に応じて情報を公開する政府の義務とを協調させる。[注]


  e. 市民並びに市民社会及び民間部門の代表者と積極的に接触して、これらが政府の説明責任を効果的に維持するために、どのようなデータを必要としているかを確定させる。[注]


  f. 汚職の解明又は政府に対する批判のためにオープンデータを利用するものを保護することによって、市民の表現の自由に対する権利を尊重する。[注]


  g. 社会のすべての構成員の利益となり、かつ、周辺化されたコミュニティの権利を強化するような、革新的で証拠に基づく政策上の解決策を確立するために、オープンデータの利用を促進する。[注]


  原則6 包摂的な開発及びイノベーションのためになること


  33. 我々は、創造性及び革新を刺激することにおける開放性の重要さを認識する。より多くの政府、市民、市民社会組織及び民間部門の諸機関がオープンデータを利用すれば、より大きな社会的・経済的便益が生み出される。このことは、政府、商業的利用者及び非商業的利用者について正しい。[注]


  34. 我々は、オープンデータが社会的・経済的な課題の特定並びに持続可能な開発プログラムの監視及び提供を助けうるものであることを認識する。オープンデータは、貧困、飢餓、気候変動、不平等といった全球的な課題に答える助けともなりうる。[注]


  35. 我々は、オープンデータが、本質的に、それが誰であってどこに住んでいようともデータへのアクセスを可能にすることによって全ての人々の権利を増進させる公平な資源であることを認識する。ただし、我々は、技術的なツール及び専門性において全球的なデジタルデバイドが存在することも認識する。この格差は、社会的又は経済的に周辺化された人々がオープンデータにアクセスしてこれを利用する能力を限定するものである。[注]


  36. 我々は、イノベーション及び持続可能な開発の促進における政府の役割がオープンデータの開放を以て終わるわけではないことを認識する。各政府は、オープンデータの効果的かつ革新的な二次利用に対する支援において、また、政府職員、市民並びに市民社会組織及び民間部門の組織がその必要とするデータ並びにそれを理解して有効に利用するためのツール及び資源を有することの保証において、能動的な役割も果たさなければならない。[注]


  37. 我々は、次のことを行う。


  a. オープンデータについて複数の情報源を持ついっそう豊かなオープンデータのエコシステムへと移行するために、市民、市民社会組織及び民間部門の組織並びに国際機関に、その作成及び収集したデータの公開を勧奨する。[注]


  b. オープンデータの開放を支援したり有効利用を通じてデータの影響を最大化したりするために、政府と市民社会組織及び民間部門の組織並びに国際機関との協力関係の可能性を創出又は探求する。[注]


  c. オープンデータを基盤とするデータセット、視覚化、応用ソフトウェアその他のツールの開発又は共創を促進するプログラム又は取組を創設又は支援する。[注]


  d. 学校及び高等教育機関と接触して、増大したオープンデータの調査を支援し、また、データリテラシーを教育課程に組み入れる。[注]


  e. オープンデータによる社会的・経済的影響についての研究を創設又は支援する。[注]


  f. 能力の構築並びに世界中の他の政府及び国際機関との技術的専門性及び経験の共有を行い、誰もがオープンデータによる便益を獲得することができることを保証する。[注]


  g. 開発者、起業家、市民社会組織及び民間部門の組織、学術界、メディアの代表者、政府職員その他の利用者の能力開発を行いこれらがオープンデータの価値を解放することを奨励することによって、政府の内外でデータによるイノベーションを行う将来世代に力を与える。[注]


  注釈


  この注釈は、憲章の各原則を明確化することによって、政府を助け、また、実施を支援するように構成されている。この注釈のいかなる部分も、この憲章を採用した政府による追加的な公約であると考えられるべきではない。この注釈は、資源を有効なものとし、指針を提供し、また、政府のための優良事例を提供する。


  9. この憲章の各原則及び各規定は、本質的に野心的である。オープンデータ憲章は、国際法及び国内法の下で法的拘束力を持たず、よって、法的な権利又は義務を発生させない。すなわち、この項で用いられている「遵守」は、この憲章を採択した各政府がその各原則及び公約に賛成することを意味するものと理解される。


  10. この憲章の各原則は、本質的に野心的なものである。この憲章を採択した政府は、この憲章の各原則を支持し、オープンデータの実施について「最良事例」を示し、また、オープンデータを実施する過程において達成のために作用しうる一連の期待及び成果を各政府に提供する。
オープンデータ憲章は、国際法及び国内法において拘束力のある文書ではない。むしろこれは、政府がそのオープンデータに対する約束を公的に示し、また、定義された目標及び成果に対する進捗を計測するための仕組である。このことから、この項で用いられるところの「合意」は、この項の文言がこの憲章を採択した各政府に対していかなる拘束力のある法的要求を強制することもないことを意味するものと理解される。
この憲章の各原則は、この憲章を採択した各政府による一連の約束を示す。以下の注釈は、各政府を助けて憲章の各原則の指針及び明確化を提供することによって実施を支援するように設計されている。この注釈のいかなる部分も、この憲章を採択した各政府による追加的な約束であるとみなされるべきではない。この注釈は、有効な資源であり、指針を示したり各政府に良好事例を提示したりするものである。


  11. 各政府は、行動計画を公表して、この憲章に示された各原則に従ってデータを開放する計画のより明確な詳細を示さなければならない。各政府は、そのオープンデータについての行動計画の実施にあたって、定期的のその申告を報告しなければならない。オープンガバメントパートナーシップ（OGP）のメンバーである国について、隔年のOGP国内行動計画の公表は、政府のオープンデータについての行動計画として認識され、また、この憲章に示された各原則に対して評価されることがある.


  12. 憲章の各原則を採択した政府及びこれに賛同した組織の全部のリスト等、憲章の採択及び署名についてのさらなる情報は、www.OpenDataCharter.netを参照されたい。


  13. この憲章に示された各原則には、民間部門の組織及び市民社会組織を含む非政府の主体も賛同するであろう。ただし、この憲章は、「政府」データが当然に市民に属するものであって、それゆえに市民によるアクセス及び二次利用のために開放されなければならないと理解されることから、このデータに特に言及するものである。この理由から、憲章の各原則は、非政府の主体が保有するデータには、完全に適用できるものとはならない。それゆえに、憲章の各原則に賛同した各組織は、必ずしも当該組織自体の中においてではなく、政府によるこれら諸原則の実施に対する賛意を表明している。
政府によって又は政府のために作成されたデータが当然にオープンなものとされるのを保証するために、各政府は、新たなデータの作成又は既存のデータの加工を含むこととなるサービスを委託する際には政府自身が当該データの所有権を保持して当該データを開放的に供用することを保証する、標準約款を設定することを検討すべきである。


  14. この憲章の主要な用語及び定義における「当然にオープンであること」の定義を参照。「当然にオープンであること」という原則は、データを開放できない個別的かつ差し迫った理由があり、かつ、当該理由が社会に対して明確に伝えられているのでなければ、政府データがオープンかつ無制約の利用許諾の元での発見、アクセス及び利用のために開放され、社会に供用されなければならないことを意味する。
政府データの開放性に影響を及ぼしうるような法及び規則の例としては、プライバシーの保護（個人情報等）、守秘義務（顧問弁護士の特権等）、知的財産権（特許技術等）、国家安全保障（秘密作戦）といったものがある。


  15. 各政府は、自身の管轄範囲内においても世界中の他の場所においても、例えば、そのような取組に対して資金提供又は人的資源を以て貢献することによって、あるいは、新たな又は確立されたオープンガバメントについてのネットワーク及びフォーラムを通じて知識及び最良慣行を共有することによって、資源、標準及び政策の確立及び採用を支援する。


  16. この項に示されたところによる「プライバシーに対する権利」は、世界人権宣言及び市民的及び政治的権利に関する国際規約による義務においてプライバシーに対する恣意的又は違法な干渉に従」わない権利として掲げられたとおり、国際人権法において定義されている。したがって、個人は、自らについて政府の部門及び機関がどのような情報を収集しているのか及びそれらがどのように利用されているのかを知っているべきであり、また、当該データが収集された時点では合理的に予想できなかった新たな利用に同意するか否かを選択する権利を有するべきである。公共の機関は、個人情報の収集、利用及び処理によって生じるプライバシー、安全及び差別に係るリスクからこれに係る個人を防護する措置をとらなければならない。
各政府は、データの利用及び匿名化における慣行についての協議を支援することによって、また、市民がその政府がどのような個人データを保有しているのか理解するのを支援することによって、市民がその個人データの収集及び利用に影響を及ぼすことができるのを保証することができる。プライバシーの保護及び個人データについてのさらなる情報は、OECDのプライバシー保護と個人データの国際流通についてのガイドライン、OECDの2013年のプライバシーガイドライン、アジア太平洋経済協力（APEC）プライバシー枠組、欧州連合の一般データ保護規則（GDPR）等を参照。


  17b. 政府は、データが留め置かれてオープンに開放されないときには、データが留め置かれる理由についての一般的な情報を提供することができる。情報の自由/情報へのアクセスの枠組を有する政府にあっては、非公開を正当化する正当な目的は、情報自由法に基づくものであろう。このような例外は、法律において、狭く導かれ、また時限的なものとなる。最良慣行として、各政府は、関連するデータの開放がどのようにして公益に対する大きな害を生じさせるのかについての説明を模索しなければならない。このプロセスは、政府によるデータ保有の包括的なリストを作成及び公表することによって支援されうる（本注釈21aを参照）。


  17c. 各政府は、該当する場合において、オープンデータについての首尾一貫した政策、原則、標準及び最良慣行の確立及び実施を目的として、中央政府、地域政府及び/又は地方政府をまたいで部門・機関を包含する、政府全体にわたる調整の枠組を構築することができる。各政府は、市民社会組織及び/又は民間部門の組織の代表者と協働して、オープンデータに係る各種取組が市民のニーズ及び期待を満たすことを保証することもできる。
各政府は、オープンデータ政策及び関連する法律、規則及びガイドラインを実施する責任を負う特別な部門又は機関を指定又は設立することができる。この調整体は、あらゆる政府の部門・機関をまたいだ接触及び協働を支援する措置をとらなければならない。


  17d. 政府は、実績による動機付けを確立し、訓練プログラムを提供し、管理ツールを開発し、及び/又は開放性を定義する指針及び文書を公表し、また、政府のあらゆる部分において開放性という文化の実施を支援することができる。


  17e. 関連する国内法及び国際法並びに規則は、政府データのオープンな開放に影響を及ぼしうる。各政府は、プライバシー及び情報へのアクセスに関する法律等、関連する法律及び規則が定期的に更新されることを保証しなければならない。これらの法律及び規則は、近代的な技術上の現実及び国際的な最良慣行を反映したものでなければならない。プライバシー及び個人データについてのさらなる情報は、本注釈16を参照。


  17f. 各政府は、データを公表する前に、その機微性及び個人のプライバシーに対するリスクを評価して、必要であれば、プライバシーに関する法律、政策及び最良慣行と一致した措置をとり、データが匿名化されてその結果のデータからはそれ自体においても他のデータとの組合せにおいても個人がもはや特定されえないことを保証しなければならない。各政府は、将来における個人の再特定によるリスクを評価するための分析を実施することができる。プライバシー及び個人データについてのさらなる情報は、本注釈16を参照。


  18. 各政府の基本的な目標がデータを可能な限り早く開放することであるべき一方で、各政府は、能力及び資源の限界によって、進行中の開放のためにデータを優先順位付けすることを求められる。これは、オープンデータに係る取組の実施の初期段階にある政府にとって、殊に真である。オープンデータに係る取組が成熟するにつれて、『当然にオープンであること』のプロセスは、政府が当然のこととしてデータをオープンにできるようにするような方法でデータが収集及び維持管理されることを保証するのを助けるものとなる。


  19. データセットの優先順位付けについての協議は、オンラインの投票・議論、対面協議セッション、利用者にオープンにさせようとするデータセットを指示できるようにするデータポータル条への仕掛けの設置等、様々な方法で開催することができる。各政府は、その協議における人気（すなわち、多くの市民又は組織が当該データを照会してくること）に基づいてデータを優先順位付けすることを選択できる。各政府は、請求してきた市民又は組織が小数であっても民間部門若しくは民社会組織の代表又は社会の構成員によってその特別な経済的又は社会的な価値が示されているデータ（例えば、アプリケーション又は年次報告書の基礎となる可能性のあるものとして特定されたデータセット）を優先することもできる。情報の自由、情報へのアクセス又は情報権に関する法律に基づく情報の請求もまた、どのようなデータに需要があるのかを測る情報源となりうる。


  20. この憲章の主要な用語及び定義における「包括的であること」の定義を参照。包括的なデータとは、顕著な欠落やデータの要素の喪失がない、完全かつ詳細なものである。「正確」なデータとは、完全かつ正しいものであり、また、その公表の時点において入手可能な最新の情報を反映したものである。「高品質」なデータは、矛盾がなく標準化されたメタデータを用いて完全に記述されたものでなければならず、誤り又は省略を含むものであってはならない。


  21a. 政府並びにその部門及び省庁が現に保有するあらゆるデータセットのリストは、開放にあたってのデータの優先順位付けについての公開の協議を支援するために利用できる。リストは、データセットについての基本情報（表題、情報源等）を含み、また、当該リスト自身が「当然にオープンである」ものでなければならない。


  21b. オープンデータを不適切な遅れなく可能な限り早期に開放することは、各政府の基本的な義務である。データセットの開放の遅れは、品質の確認又はこれが安全保障、プライバシー若しくは守秘義務に関連する法律に違反していないことを保証する必要性によって発生しうる。オープンデータの開放は、主要な利害関係者から提供された情報に基づいて優先順位されなければならない（さらなる情報は、本注釈19を参照。）。


  21c. 場合によっては、プライバシー、安全保障又は守秘義務に係る要求事項を満たすために、データを匿名化又はマスクしたり、開放に先立ってこれが完全かつ正確なものであることを保証するために調整したりする必要がありうる（さらなる情報は、本注釈17fを参照。）。政府は、しばしばデータセットを様々な種類の文書及び情報（報告書、インフォグラフィック、グラフ等）を作成するために利用する。データセットは、補足的な文書（背景メモ等）によってさらに完全に文脈化された事項を取り扱うこともある。データセットは、可能な限りにおいて、この文書に関連付けられなければならず、この逆も同様である。


  21d. この憲章の主要な用語及び定義における「非集計化」の定義を参照。データの集計とは、データを集積及び要約することであり、データの非集計化とは、集計されたデータを構成部分又はさらに小さく詳細な一群のデータへと細分化するために分解することである。非集計化によって、利用者は、様々な類型について関連するデータをみることができるようになる。例えば、データを、年齢によって非集計化して、利用者が年齢又は年齢層によって細分化された関連するデータを見られるようにすることができる。この語は、国家統計データに最もよく適用される。各政府は、可能な限り最大限に、非集計化されたデータを提供しなければならない。


  21e. 各政府は、データの品質に係る課題についての公開の協議を実施することが、あるいは、データの利用者がオンラインでフィードバックを提供することができるようにするために窓口の情報又は提案フォームを提供することができる。


  21f. 情報ライフサイクル管理慣行は、データ又は情報の作成、保持、アーカイブ化及び配置に関係する何らかの慣行又は政策である。これらは、しばしば「記録保存」の慣行として知られ、価値あるデータが消去されずこれに必要に応じて容易にアクセスできることを保証するために利用される。そのデータが・どれだけ長く価値を持ち続けているのかを決定するにあたって、各政府は、データが政府自身にとって価値があるのか否か（例えば、データが政府による進行中の意思決定プロセスに影響しうる。）を、また、市民及び市民社会組織若しくは民間部門の組織にとって価値あるものとなりうるか否か（例えば、データが進行中の説明責任に係る仕組及び報告を支援するものとなりうる。）を検討することとなる。最良慣行として、情報ライフサイクル管理慣行及び関連する検討は、社会に対してオープンにかつ透明化されていなければならない（さらなる情報は、本注釈21hを参照。）。


  21g. オープンデータがしばしばアプリケーション及びツールの開発を支援するために利用されることから、各政府は、利用者が特定のデータセットが変更又は更新された際に通知を受け取るためのサインアップをできるようにすることができる。データに基づく多くのアプリケーション及びツールが既存のデータセットからデータを「スクレイピング（自動取得）」していることから、データの構造（データの非集計化のレベルの変更等）又はデータ提供（毎週更新から年次更新への変更等）の大きな変更は、これらのツールに重大な影響を与ることがある。よって、各政府は、データセットに対する変更が予期せざる悪影響を生じないことを保証するために、利用者が当該変更についての情報を確実に与えられるような措置をとらなければならない。各政府は、データの利用者がどのような更新又は変更がなされてきたのか理解することを保証するために、データセットに関する記述に、更新又は修正が行われる時期あるいはデータセットの更新に定期的な日程があるか否かを表示することができる。


  21h. データの利用者は、その使用しているデータが集約され、提供され、公表され、また品質及び精度についてレビューされる方法を容易に理解できるべきである。


  22. オープンデータは、政府がどのように意思決定をし、政策を策定し、又サービスを提供しているのかについて組織又は個人がより明確な像を得られるようにすることによって、政府外における情報に基づいたよりよい意思決定を支援する。オープンデータは、部門間の壁を取り払うことによって、政府内における情報に基づいたよりよい意思決定も支援する。政府職員は、関連する担当者を追跡して情報を請求しなければならないのではなく、必要とするデータを探し出して利用するための主導権を持つことができる。


  23. オープンデータは、オンラインの検索エンジンによる等して容易に発見できなければならない。オープンデータは、官僚制による障壁なしにアクセスできるものでもなければならない。例えば、利用者には、データにアクセスするために政府職員による個別の許可を申請してこれを待つ必要があってはならない。


  24a. ポータルは、そこからデータをダウンロードできる中枢Webサイト、あるいは全てのオープンガバメントデータ及び様々な場所に格納されたデータセットへのリンクを列記したWebサイトとすることができるとともに、オープンデータの提供者及び利用者に対するサポートサービスが付随する。通常、ポータルは、ポータルにおいて利用される全てのデータ及びメタデータを列記した登録情報（レジストリ）ファイルを含むとともに、開発者のためのAPIを提供する。全てのデータをオンラインポータル経由で公開することがまだできないときには、データの所在は、明確に伝達されなければならず、かつ、告知なしにデータを移動させてはならない。全てのオープンデータセットに同じ場所からアクセスできることを保証して発見及び利用を容易にすることが、全体的な目標である。


  24b. オープンデータは、機械も人間もこれを解読及び操作できる（機械可読かつ人間可読）ことを保証するフォーマットによって供用されなければならない。オープンフォーマットとは、利用されるにあたって専有的（プロプライエタリ）なソフトウェアを必要としないもののことである。オープンデータがオープンフォーマットによって開放されれば、特定の種類のソフトウェアプログラムを持っているか否かに関わらず誰にでもアクセス及び利用できることの保証が助けられる。さらなる情報は、オープンデータ憲章のオープンフォーマットの種類のリスト（完成した際にリンクされる）を参照。


  24c. この憲章の主要な用語及び定義における「オープンかつ無制約の利用許諾」の定義を参照。データの利用者がデータへのアクセス及びその二次利用の条件を容易に発見して理解できることを保証するために、利用許諾条件は、公表され、またオープンデータに関連付けられたものでなければならない。


  24d. 強制的な登録は、オープンデータセットへのアクセスに先立って利用者にアカウントの作成又はその氏名の登録を求めるものであり、データへのアクセスの障壁である。これは、政府がデータへのアクセスに先立って利用者にその実名を用いた登録を求めたり氏名又は市民権の証明を求めたりする場合に、殊にただしい。政府は、利用者に登録を求めることによって、その活動を監視されたり当該データが政府批判に用いられるときに報復を受けかねなかったりするという恐れを以て、一定の個人をオープンデータの利用から遠ざけることができる。ただし、登録によって所定の機能が促進される（特定のデータセットが更新されたときに利用者が通知を要求できるようにする、利用者がオープンデータについてのオンライン掲示板における議論に参加できるようにする等）可能性があることから、利用者が登録することを選択したときには政府が選択肢を与えることができることに注目。


  24e. 政府は、市民、政府職員並びに市民社会及び民間部門の代表者向けに、これらがデータにアクセスし、これを解読し、理解し、また操作するために必要な技能を有することを保証するために、教育訓練の資源を提供することができる。各政府は、全ての市民がコンピュータ及びインターネットへの手頃な価格によるアクセスを有することを保証するために、同様に働くことができる。各政府は、共同体の看板、メディアの宣伝又は共同体のラジオによる等して、オープンデータを供用する方法を共同体に対して「オフライン」で明らかにすることもできる。


  25. オープンデータは、特定の時点現在の状況を示すものである。個々のデータポイントが、それ自身として、政府のプログラム又はサービスの有効性を示したり政策立案を支援する証拠を提供したりすることは、まれである。ただし、様々な軸（時間、場所、部門、プロジェクト等）にわたるデータの比較は、これらの成果を支援する。例えば、ある特定の年にある国に初等学校及び中等学校に就学している630万人の生徒がいると知っていることによって、前10年間の経過にわたって就学生徒数又は中等教育課程を終了した就学生徒数を見ることができることによるのと同等の文脈又は理解は提供されない。このデータを時間を超えて比較可能性があるものとすることによって、政府は、利用者が傾向を特定して政府活動の有効性を評価するのを助けることができる。


  26. データには、（時間を超えた、組織をまたいだ等の）比較可能性及び相互運用性がなければならない。このことは、完全に異なる文脈（異なる部門で、異なる年に等）で作成された2つのデータセット内のデータを利用者が容易に比較できるようにするために、これらに充分な水準のデータの標準化がなされることを保証することを意味する。構造化された標準化フォーマットによるデータの公表によって、利用者は、データを比較及び対照し、時間及びプロジェクトを超えてデータポイントを追跡し、あるいは制作決定を支援するための効果的で有意義なデータ分析を作成することができるようになりうる。


  27a. 各政府は、可能な限りにおいて、その管轄内において実施されるデータについての諸標準が認知された国際的なデータについての諸標準又は他国の管轄によって利用されているものと協調していることを保証するために働かなければならない。さらなる情報は、オープンデータ憲章のOpen Up Guidesを参照。


  27b. この憲章の主要な用語及び定義における「コアメタデータ」及び「人間可読」の定義を参照。コアメタデータは、政府の全ての部門及び機関にわたって標準化されたものでなければならず、また、可能な限りにおいて、認知された国際的なメタデータについての諸標準と協調したものでなければならない。


  27c. データセットは、補足文書（背景メモ等）によって、より完全に文脈化された事物を取り扱うことができる。データセットは、可能な限りにおいて、この文書に関連付けられていなければならず、また、提供される文書は、明確かつ平易な言葉で書かれて平均的な利用者がその一般的な意味を理解できるようにされなければならない。この文書は、利用者がデータセットが作成された背景とともにデータを用いた分析又は比較に影響を及ぼしうる諸要素をよりよく理解する助けとなりうる。


  27d. 各政府が、データについての既存の諸標準がどのようなものか、それらがすでにどれほど広範に採用及び実施されてきているか及びそれらを時間とともにどのように改善及び進化させられるかを理解するために、国内標準化機関・国際標準化機関と接触することは、重要である。より多くの政府がその部内的なデータについての諸標準を既存の国内的な及び国際的な諸標準と協調させるために努力するにつれて、より多くの政府データが部門内及び部門間において容易に比較されるようになり、さらに時を経て、社会的・経済的価値の増大並びにより高い透明性及び説明責任を支援する。所定のデータについての諸標準の限界を理解するために部外の標準化機関との議論に参加すること、また、各政府自身の経験に基づいた改善及び変更を示すことも、各政府にとって重要である。


  27e. 各政府は、重複を明らかにするために、また、データについての諸標準間の格差又は不一致を示すために、それら自身の部内的な諸標準を既存の国際的な標準及び識別子に対して位置付けることによって、データについての諸標準に関する国際的な対話に寄与することができる。各政府は、これらの結果を公に共有することによって、同時に類似の標準の実施を模索している他の政府に「得られた教訓」を提供しつつ、国際標準の洗練及び改善のプロセスを支援することができる。これを国際標準へと移行させることが現実的でないときは、地方的な諸標準と国際標準との公開の対照を作成することによって、地方のデータセットと国際的なデータセットとのいくらかの相互運用性が実現される。


  28. 政府活動に関するオープンデータは、政府についての長期的な説明責任の保証及び市民に対する最高水準の品質のプログラム及びサービスの提供にとって不可欠である。政府機関に対する信頼の増大という長期的な可能性は、政府の政策の有効性に対する批判の可能性というリスクを大きく上回る。市民にとって、オープンデータは、政府に説明責任を持たせ続ける可能性を象徴する。政府にとって、オープンデータは、自身に対する市民の信頼を増大させ、これと同時に公共プログラム及び公共サービスの非効率性を明らかにしてこれを改善する可能性を象徴する。


  29. オープンデータは、政府自身が、あらゆる政府のプログラム及びサービスの提供の裏にある複雑な仕事について、より完全な像を得ることを可能にする。同様に、市民社会組織及び民間部門の組織並びに個人起業家に、政府のサービスがどのように提供されているのを理解する機会を提供し、また、業績の改善又は費用の低減をもたらしうる代替的な解決策を提示する。最後に、オープンガバメントデータは、よりよく情報に基づいた市民と政府との関わりを支援して、政府に説明責任を持たせ続けるための市民の権利を強化し、また、政府が市民及び組織の声に思慮深く耳を傾けたりこれらとの対話の途を拓いたりするのを促す。


  30. 政府による協議及びデータセットの優先順位付けについてのさらなる情報は、本注釈19を参照。


  31. 都市及び地方の政府は、しばしば市民がその日常生活において利用又は遭遇するプログラム及びサービス（衛生サービス、公共交通、交通規制等）の提供に責任を負う。このことから、都市及び地方の政府は、オープンデータに関連する課題についての市民との接触において、また、よりよく情報に基づいた公共契約を支援するためのあらゆるレベルの政府におけるオープンデータに係る取組についての市民による情報の捜索の促進において果たす重要な役割を有している。都市及び地方の政府データの価値は、これが国レベルのデータと組み合わされたり比較されたりしたときにも倍加しうる。


  32a. 各政府は、オープンガバメント又はオープンデータについての既存の行動計画（オープンガバメントパートナーシップ国内行動計画等）による進捗の報告を選択することができる。定期的な進捗報告は、レビュー及び説明責任を促すために公開されなければならない。


  32b. 透明性を支援したり汚職と戦ったりするために、政府に対してプログラム、サービスその他の活動についての情報を公開することを要求することを含む数多くの法律がある。これらの法律上の要求事項の結果として公表される情報は、オープンデータとして公表されなければならない。このことは、その他の方法で公表されている情報又はデータ（例えば、選挙された公務員が法律によってその支出を公開しなければならない場合、当該支出は、オープンデータとして公表されるべきである）にのみ適用される。


  32c. オープンデータの完全な価値を実現するためには、各政府は、オープンガバメントデータの二次利用及び分析を部外の組織に頼るだけであってはならない。政府職員のための訓練プログラム、ツール及びガイドラインは、データがオープンかつ利用可能なものとなれば、これが政府のプログラム及びサービスの有効性を評価するために、また、よりよく情報に基づいた証拠に基づく政策立案を支援するために政府自身が効果的に利用するものでもあることを保証することになる。


  32d. 情報の自由、情報へのアクセス及び情報権の語は、ここでは全て、世界の様々な場所で様々な名で知られている同様の一般的な利害関係者のコミュニティを指して用いられている。
多くの政府が、政府のデータ及び情報の市民又は組織からの請求に応じた公開を統制する法律を有している。請求に応じて情報を公開すること又は情報へのアクセスについての国際法上の義務はないことから、この原則は、一定の情報を請求に応じて公開するという、適用可能な政府の義務に適用されるものと解釈されている。政府が請求のあったときに一定の情報を公開することを求められうる場合には、政府にとって好ましい方策は、当該情報又はデータを積極的に公にして、より適時の分析を可能にし、また、政府の各部門・各機関に対する行政上の拘束を軽減することである
政府は、請求に応じてのみ公開されるであろう情報の積極的な公開を支援するために、また、情報の自由/情報へのアクセス/情報権を取り扱う法律が関係するオープンガバメントデータに係る取組を反映したものであることを保証するために、情報の自由/情報へのアクセス/情報権を重視する部内及び/又は部外の利害関係者と接触することができる。


  32e. 政府による協議及びデータセットの優先順位付けについてのさらなる情報は、本注釈19を参照。


  32f. オープンガバメントデータの二次利用は、ときとして、非効率な又は有効でないと認識される活動又は政策について市民又は組織が政府を批判する権利を増進させることがある。しかし、各政府は、政府の政策、プログラム又はサービスに対して批判的な個人又は組織を告発してはならない。匿名を保つことを望んでいる個人又は組織は、政府職員に対して自身を特定することを求められることなしに、オープンデータにアクセスし、これをダウンロードし、利用し及び再公開する選択肢を持つべきである。


  32g. オープンデータの潜在的な経済的便益（アプリケーションの作成、財務効率の特定等）が大きなものである一方で、社会的便益も同様に重要である。オープンデータは、成果及び目標が期待された時間枠の中で達成されたか否かを分析することによって政府のプログラム及びサービスの有効性を再検討するために利用することができる。これによって、市民並びに市民社会組織及び民間部門の組織は、政府にその提供するサービス、殊に周辺化されたコミュニティに対するものの品質について説明責任を持たせ続けることができる。これは、政府がその政策がそうしたコミュニティに効果的に届いているか否かを理解するのを助けるものでもある。周辺化されたコミュニティとしては、原住民、民族的・宗教的小数集団、女性、貧困層、障碍者等がありうるが、これらに限られるものではない。


  33. 政府のデータセットは、しばしばオープンに開放されずに留め置かれる。そうしてデータセットは省庁又は機関のコンピュータシステムから外に出ないままの、ごく一部の職員だけが見るものとされる。市民がデータにアクセスしてこれを利用できるようになれば、データは、起業家精神、革新及び社会問題の解決の動力源となりうる――その経済的・社会的な価値は指数関数的に増大させられる。より多くの人々及び組織がオープンガバメントデータセットを見れば、そのうちの誰かが革新的な政策又は解決策を特定したりプログラム又はサービスの提供における新たな潜在的効率性を明らかにしたりする機会が増える。同様に、オープンデータは、知識共有の機会を象徴して、個人及び組織が革新的な又は起業家的なプロジェクトについて協働できるようにする。


  34. オープンデータは、貧困、飢餓、気候変動、不平等といった全球的な課題に応える助けともなりうる。オープンデータは、市民並びに市民社会組織及び民間部門の組織が、現在我々の世界が直面している最も顕著かつ複雑な問題のいくつかを解決する政策、プログラム及びサービスの提供について、政府に説明責任を持たせ続けられるようにする。各政府は、関与及び成果の状況について人々に強固な情報を提供することによって、効果的な政策を追究して自らの行動について説明責任を負うことだけでなく、政府外の専門家、起業家及び支援団体に、重要な全球的課題に対して自ら革新的な解決策を特定し、示唆し、また確立する力を与えることも保証する。


  35. オープンデータは、誰もが最低水準の技術へのアクセスを以てその社会的・経済的状況にかかわらず同じデータにアクセスすることができるという意味で、公平な資源である。しかし、技術にアクセスする資格は、看過されるものではない。世界的にみて、多くの個人、家庭、企業及び地理的地域が、コンピュータ、信頼できる手頃な価格のインターネット接続といった情報通信技術にアクセスする機会を持っていない。このことは、社会的又は経済的に周辺化された人々に殊にあてはまり、こうした人々は、多くの場合、政府による各種のプログラム及びサービスに依存することが多く、その効果は、全ての人々がオープンデータへのアクセスを有するときにのみ保証される。


  36. 市民の期待が進化を続けることから、オープンデータの開放は、急速に政府に対する最低水準の期待となってきている。オープンデータにアクセスし、これを比較し、二次利用し、また再公開しようとする利用者を支援するために、政府が積極的に働くことが重要である。


  37a. 各政府は、市民社会組織及び民間部門の組織と接触して、これらの集団がその保有するデータをオープンかつ相互運用性のあるフォーマットによって公開するよう奨励することができる。
各政府は、市民が作成したデータ又は政府と市民との協働によって共作されたデータの公表を支援することができる。例えば、政府のプログラムは、共同体の資源及び機関についての地図作成の改善を支援して、地方の住所についてのオープンデータを作成するボランティア団体間の調整を行いうる。


  37b. 各政府は、可能であれば、そのデータの公開を望んでいる組織を支援するための技術的支援又は資源の提供を選択することができる。各政府は、市民社会組織又は民間部門の組織と協働して、政府のポータルにおいて選定されたオープンデータセットを、これらの比較を支援するために公開することができる。こうした場合、非政府のデータ（すなわち部外の機関から政府に提供されるデータ）は、その旨を明確に印付けられることになる。


  37c. この憲章の主要な用語及び定義における「共創」の定義を参照。共創とは、協働によってデータセットを開発すること、あるいは応用ソフトウェア、プログラムその他のツール及びグラフ、インフォグラフィックその他の視覚化を開発するための既存のオープンデータセットを二次利用することである。


  37d. 個人がオープンガバメントデータに効果的にアクセスし、これをダウンロードし、操作し、また比較するために必要な技能及び知識を有することを保証するために、各政府は、例えば、データリテラシーを初等・中等教育及び高等教育の課程に組み入れたりすでに労働力となっている個人のための継続的な教育及び技能開発を支援するための教育資源・クラスを提供したりする教育プログラムを支援することができる。


  37e. オープンデータによる直接的・間接的な社会的・経済的影響の理解は、複雑な課題である。各政府は、測定方法、手法等の影響測定についての研究を支援又は実施することによって、オープンデータによる影響の測定の改善を支援することができる。


  37f. 各政府は、例えば、国際機関並びに/又は政府及び非政府の機関を含む利害関係者間会合を通じて知識共有及び当事者間交換の機会を明らかにすることができる。機会としては、国際サミット又はカンファレンス、国際的な又は利害関係者間の定期会合等がありうる。各政府は、二国間の又は地域的な情報交換に参加して、より目的を絞った当事者による学習の機会を支援することができる。


  37g. 各政府は、例えば、オープンガバメントデータを基礎として新たなプロダクトを創造する起業家又は開発者に資金又は技術資源を提供するプログラムを支援することができる。こうしたプログラムは、とりわけハッカソン又はイノベーション資金を含むものとすることができる。各政府は、オープンデータに係る取組についての協働を支援するために、他の政府又は市民社会組織若しくは民間部門の組織との協力関係を確立及び正式化することもできる例えば、各政府は、共創活動を、また、大きな公共的価値をもたらすデータセット、プログラム、応用ソフトウェアその他のツール及び資源の創造についての企業家及び開発者との共同作業を支援することができる。


  主要な用語及び定義


  これは、オープンデータ憲章の多くの側面を記述する用語を定義する用語集である。これは、この憲章の加入者のネットワークによって確立されたものであり、政府その他がこの憲章の各原則に対する理解を助けるために利用することができる。


  説明責任（Accountability）社会（市民社会組織、民間部門の組織、学術界及びメディアの代表者並びに市民を含む。）が、政府がその政策及びサービス提供の実績について説明できるようにしておくために必要なデータ及び情報を有することを保証すること。1


  正確（Accurate）正確なデータとは、正しく、また、公表の時点において入手できる直近の情報を繁栄したものである。


  解析限界（Analytical limitations）データを利用したりそこから結論を導き出したりするのに先立って利用者によるさらなる注意を要求するような、データの状態又は品質


  匿名化（Anonymize）個人情報を含むデータを処理して、その結果たるデータからもはや個人が特定されえないようにすること。2これは、入手可能なデータに基づいて人が識別されるリスクの分析を実施したり、データセット中のそのような個人データを暗号化又は削除してデータに記述された人々が匿名化されたままにしたりするプロセスである、非特定化の考え方に関係するものである。


  汚職行為防止（Anticorruption）委任された権力が個人的な利益のために濫用されるのを防止し、発見し、捜査し、又は根絶するために設計された法、政策及び慣行。汚職の一般的な形態としては、贈収賄、内通、横領等がある。


  応用ソフトウェア（Applications）特定の目的を満たすために設計された自己完結型のプログラム又はソフトウェア（応用ソフトウェア）


  能力構築（Build capacity）殊に開発途上国の文脈において、個人又は組織の技能、知識、ツール及び経験を支援又は確立して特定の目標に到達させること。


  市民参加（Civic participation）"civic engagement"としても知られる。市民参加は、公共圏に参加する市民及び組織の活動のプロセス、例えば、社会参加（ボランティア、資金の寄付等）、政治参加（投票、代表者との対話等）等である。


  市民社会組織（Civil society）組織、集団、取組又はネットワークは、次の基準のいずれかに該当すれば、市民社会組織の一員としての資格を得ることができる。


  ・ 慈善又は非営利を基本として活動しているもの


  ・ 非政府組織、学術機関又は専門家のネットワークであるもの


  ・ オープンデータ及び持続可能な開発のための慈善投資に参加する法人であるもの


  「市民社会組織」の語は、上記のいずれかの基準を満たすあらゆる組織を合わせたものである。


  共創（Co-creation）データセットを協働して確立し、あるいは、応用ソフトウェア、プログラムその他のツール及びグラフ、インフォグラフィックその他の視覚化されたものを開発するために既存のオープンデータセットを協働して二次利用すること。通常は、政府と市民、民間部門の組織及び/又は市民社会組織との協働の結果である。


  比較可能性があること（Comparable）比較可能性があるデータは、時間を超えた、また組織をまたいだ比較が容易なものであるべきである。例えば、政府の複数の部門についての契約データは、同じデータ標準を用いて作成されて部門間のデータが比較できることを保証するものでなければならない（全ての部門が、あらゆる契約の期間を表示したり標準化された名称又は識別子を用いて契約相手を記録したりするための標準化されたデータフォーマットを使用する等）。


  包括的であること（Comprehensive）包括的なデータとは、完全かつ詳細なものであり、顕著な空白又はデータ要素の欠落がないものである。同様に、データセットは、その記述に関連する全てのデータを含むものでなければならない。例えば、特定の部門が結んだ契約の全てを記録するデータセットは、いかなるデータポイントも欠落しておらず（日付及び量が欠落していない等）、かつ、関連するすべての契約を反ししてものである（契約のサンプルだけでなく、当該官庁が結んだ$25,000未満の契約の全てがある等）ときに、包括的であることになる。


  コアメタデータ（Core metadata）メタデータは、データセット中の1つ以上の側面についての情報を提供するデータである。これは、データのついての基本的な情報を要約するために利用され、特定のデータの追跡及び取扱を容易なものにすることができる。コアメタデータは、データについての重要で基盤的な情報を提供する、メタデータの限定的なセットであり、データセットをまたいだ一貫性のある語彙によって定義されなければならない。コアメタデータの要素は、データセットのタイトル、情報源、公表の日付及びフォーマット並びにデータベースを記述して探索可能性（すなわち、データセットの検索及び発見をより容易にすること）を支えるその他の関連情報を含みうる。コアメタデータについてのさらなる情報は、ダブリン・コアメタデータ・取組（DCMI）のメタデータ用語又はW3Cのデータカタログ語彙（DCAT）を参照。


  データエコシステム（Data Ecosystem）各個のデータ資源が存在する環境を定義する、個人組織、データセット、標準、資源、プラットフォームその他の要素の間の関係からなる複雑系。データエコシステムは、「複数のデータコミュニティ、データの類型、期間、法律及び政治の枠組並びに革新的な技術及びツール」を含みうる。3


  データリテラシー（Data literacy）データへのアクセス、その読取り、理解及び操作に必要な技能及び知識。これには、データ利用ソフトウェア及び視覚化技術についての知識を含まれることがある。


  データの利用者（Data users）データにアクセスし、これをダウンロードし若しくは再公開する個人若しくは組織又はアプリケーションの開発、視覚化、報告その他の情報プロダクト・情報サービスのためにデータを利用する者


  デジタルデバイド（Digital divide）「社会経済的水準が異なる個人、家庭、企業又は地理的区分同士の間にある、情報通信技術（ICT）へのアクセスの機会及び広範な活動におけるインターネットの利用の双方における格差」4


  非集計化（Disaggregated）非集計化データは、構成部分にまで分解又は分離されたデータである。例えば、データは、年齢ごとに非集計化することができ、利用者は、年齢ごと又は年代ごとに分解された関連のデータを見ることができる。統計データは、利用者が年齢、社会的性別、地域といった分類に基づいて容易にデータをまとめることができるようにするために、公表前に非集計化されることがある。データが最も非集計的な方法で示されるとき、これは、処理を加えられることなく情報源から直接収集されたものであることから、通常、生データ又は一次データと呼ばれる。


  探索可能（Discoverable）探索可能なデータは、オンラインで検索エンジンを以てする等して、利用者が観点に発見及びアクセスすることができるものである。


  国内標準化機関・国際標準化機関（Domestic and international standards bodies）地方、州、国、地域又は国際的なレベルでデータについての標準を作成し、確立し、見直し及び/又は実施することに特化した集団、ネットワーク又は機関。こうした標準化期間としては、ISO、W3C、IETF等があるが、これらに限られるものではない。


  公平な資源（Equitable resource）あらゆる者が、その本質として、社会的又は経済的な状況の如何によらず利用することができる資源


  証拠に基づく政策立案（Evidence-based policy making）政策の作成について、より論理的、厳密かつ体系的な姿勢を唱導する一連のプロセス又は手法。証拠に基づく政策立案は、政策の最終目標に直接影響を及ぼすことを狙うのではなく、政策過程への情報の提供を模索するものである。証拠に基づく政策立案の追究は、政策の策定及び意思決定が入手可能な証拠によってよりよく情報を与えられて論理的な分析を含むものであるべきであるという前提に基づいている。5


  表現の自由（Freedom of expression）人の思想及び意見を、他者の人格及び/又は評価を虚偽又は誤導による発言を以て故意に毀損することなく、演説、文章その他の伝達様式によって自由に表現する権利。報道の自由は、表現の自由の一部である。表現の自由には、政府の政策、慣行、法律及びプログラムを、報復、違法な恒速又は暴力を恐れることなしに批判する権利が含まれる。6


  情報の自由/情報へのアクセス/情報権に係るコミュニティ（Freedom of Information/Access to Information/Right to Information community）政府が一定の高価値なデータ又は情報を積極的に又は請求に応じて開放することを求める法及び政策を支持し、研究し、また実施するために働く、組織、集団、ネットワーク及び個人によるコミュニティ


  完全に記述されたデータ（Fully described data）明確に定義されたコアメタデータの諸分類と関連付けられ、また、関連する何らかの説明文書が付属するデータセット


  全球データ革命（Global data revolution）「携帯電話、「『モノのインターネット』等の新たな技術及び質的データ、市民生成データ、知覚データ等の別種の情報源によって生じた、データの量、データが生成される速度、データを作成する者の数、データの流布及びデータが存在するものの範囲の爆発的増大」から生じた、「社会のあらゆる部分からのデータに対する需要の増大」を伴う現在進行中の全球的な運動。この運動は、数多くの国内的、地域的及び全球的なデータの利用を促進するための正式な取組の集積である。7


  世界的に合意された諸標準（Globally agreed standards）数多くの政府又は組織によって採択及び署名されたデータについての諸標準あり、それらは、高価値のデータの改善又は標準化に対して多い気に貢献していると認識されている。


  統治（Governance）個別の計画又はプログラムに影響を及ぼす管理、監督又は意思決定のプロセス


  人間可読フォーマット（Human-readable formats）Open Data Handbookの定義によると、「人間が便利に読むことができるフォーマットのデータ。人間可読フォーマットの中には、PDFのように、構造化されたデータではないことから機械可読ではないものがある。」8


  情報ライフサイクル管理慣行（Information lifecycle management practices）情報ライフサイクル管理慣行とは、データ又は情報の創出、保持、アーカイブ化又は配置に関連する何らかの慣行又は方針のことである。これらの慣行は、データ及び情報が保持される時間の長さを、また、それらが将来におけるこれらへのアクセスを保証するために達成される方法及び場合を含むことがある。


  国際政府機関（International governmental bodies）国際レベルにおける政府に類似した主体として活動する組織、集団又はネットワーク。例として、国際連合等がある。


  相互運用性のある（Interoperable）相互運用性とは、現在又は将来において他のプロダクト又はシステムと連携する能力のことである。相互運用性があるようにするためには、データは、数多くの多様なシステム又は分析プロダクトをまたいだ相互運用性があることを保証するための、データについての確立された国際標準に従うものでなければならない。相互運用性のあるデータは、時間及び場所を超えて、あるいは組織内及び組織間において容易に比較することができ、また、視覚化を行ったりトレンドを特定したりするために容易に操作することができる。


  機械可読フォーマット（Machine-readable formats）Open Definitionによる定義によると、機械可読フォーマットとは、データの個々の要素に簡単にアクセスしてこれを加工できるコンピュータがすぐに処理できるようなデータフォーマットのことである。9Open Data Handbookは、機械可読データを「コンピュータが自動的に読み込んで処理できるようなデータフォーマットによるデータ」と定義している。10


  諸標準のマッピング（Mapping standards）データに係る様々な標準の間の類似性及び格差を明らかにするために用いられる、国内レベル（地方、州、全国）及び国際レベル（地域、全球）における諸標準間の比較。


  国際機関（Multilateral institution）政府又は政府の代表者からなる組織、集団又はネットワーク。こうした機関は、地域的または全球的なものとなる。例としては、OECD、G20等がある。


  オープンかつ無制約の利用許諾（Open and unrestrictive licence）オープンとは、誰もが、少なくともデータの出処の明確化及び開放性の維持という要求事項に従って、あらゆる目的で自由にアクセスし、利用し、加工し、また共有することができることを意味する。利用許諾条件11 は、データの利用者がデータへのアクセス及びその二次利用についての条件を容易に発見して理解できることを保証するために、公開され、かつオープンデータと関連付けられたものでなければならない。


  当然にオープンであること（Open by default）「当然にオープンであること」という方針は、データ又は情報を開放できない個別的な差し迫った理由があってこれが社会に明確に示されているのでない限り、データ又は情報がオープンであり、また、オープンかつ無制約という利用許諾条件の下で発見、アクセス及び利用のために社会に供用されるべきであることを命ずるものである。現在、ほとんどの政府が、データ又は情報資源が開放されるべき何らかの差し迫った重要な理由（圧倒的な社会的需要、法律上の要求等）の有無を問うことを以て業務を行っている。各政府は、「当然にオープンであること」という方針の下では、これに代えて、データ又は情報を開放できない何らかの重要かつ差し迫った理由（安全保障、プライバシーへの配慮等）の有無が問われてデータ及び情報が開放されるべきであることを仮定して運営されることになる。
データを開放することができない場合、これはその代わりにクローズドなデータ（データの対象者、所有者又は保有者のみがアクセスできるもの）又は共有データ（データの対象者、所有者又は保有者以外の、ただし限られた一群の人又は組織のみがアクセスできるもの）となる。12


  オープン標準（Open standards）公共的に利用でき、かつ、協働的な透明性のある意思決定過程によって確立、改良及び/又は維持管理される、データについての諸標準。オープン標準は、オープンライセンスの下で公表され、徹底的に文書化され、また、無償又は低費用で公共的に供用され、以て誰でもこれにアクセスして利用することができる。


  個人データ（又は個人を特定可能なデータ)（Personal data（or personally-identifiable data））単独で、あるいは他の入手可能なデータとの組合せにおいて利用されたときに個人を特定できる何らかのデータ。ほとんどの個人データは、プライバシー又は守秘義務を理由としてオープンにされることがないが、個人データは、特定の人々又は組織の中で閉じたり共有されたりする。場合によっては、個人データは、オープンデータとして利用を許諾されうる。こうしたものとしては、政府職員・議員の氏名、連絡先、費用請求についてのデータ等がある。


  民間部門（Private sector）利益を上げるために働く何らかの非政府の組織、集団又はネットワーク。


  法の支配（Rule of law）あらゆる個人、組織及び機関が公正に適用及び執行される明確かつ公知の法を遵守し、またその下で説明責任を負うという原則.13


  社会的又は経済的に周辺化された人々（Socially and economically marginalized people）その文化、民族、ジェンダー、信教又は社会的若しくは経済的な状態の結果として、公共圏において行使しうる影響力を、これが市民参加に関連することであれば特に、限定されている人々。


  情報源（Source）当初に公表されたデータセット（再公開又は二次利用されたデータの場合）又はデータの作成者である個人又は組織（当初に公表されたデータセットの場合）であろう、データの発生元。


  標準化フォーマット（Standardized format）標準化フォーマットは、ファイルフォーマットとデータフォーマットの双方を含みうる。標準化されたファイルフォーマットは、機械可読であってプロジェクト若しくは組織をまたいで又は時間を超えて一貫性を以て利用されるべきである。例としては、CSV、JSON、XMLフォーマット等がある。標準化されたデータフォーマットとは、データセット間の比較可能性及び相互運用性に対応してデータが収集又は記録されるべき方法を定義する、一連のガイドラインである。例としては、General Transit Feed Specification（GTFS：公共交通機関の時刻表とその地理情報に用いられるオープンフォーマット）、国際援助透明性取組（IATI）標準等がある。


  構造化された（Structured）固定的なスキームに従って組織化され、また、しばしば関係データベース（relational database）に組み込まれているデータ。


  持続可能な開発（Sustainable development）「持続可能な開発とは、将来世代からそれら自身のニーズを満たす能力を奪うことなしに、現在世代のニーズを満たすような開発のことである。これは、その中に（中略）ニーズの概念、殊に世界の貧困という不可欠のニーズを、また、環境が現在及び将来のニーズを満たす能力に対して技術及び社会組織の状態が課す制限（という考え方）を含むものであり、これには他を上回る優先順位を与えられるべきである。」14


  トレーサビリティ（Traceability）トレーサビリティのあるデータとは、データセット全体にわたって「辿られ」うるデータのことである。例えば、国際開発援助資金は、当該資金に言及している全てのデータセット（拠出元政府の情報公開、地方の受領者による報告、サービス供給者の契約等)において、資金を特定のプロジェクトの識別子へと関連付けることによってこれを追跡できる。利用者は、これらのデータセットのいずれかを起点として、特定のプロジェクトの識別子をたよりに当該資金を他のデータセットまで追跡することができる。


  透明性（Transparency）社会（市民社会組織、民間部門の組織、学術界・メディアの代表者、市民を含む。）がその政府の働きを理解するために必要なデータ及び情報を有することを保証すること。15


  視覚化（Visualization）データセット以外のデータの何らかの視覚的表現。視覚化には、図、表、グラフ、インフォグラフィック等があるが、これらに限られるものではない。


  


  1 出典：Open Government Guide


  2 出典：Open Data Handbook


  3 出典：Africa Data Consensus


  4 出典：OECD


  5 出典：Overseas Development InstituteによるEvidence-Based Policymaking報告書


  6 出典：Business Dictionary


  7 出典：A World That Counts Report


  8 出典：Open Data Handbook


  9 出典：Open Definition


  10 出典：Open Data Handbook


  11 出典：Open Definition


  12 さらなる情報は、Data Spectrumを参照。これは、データの開放度の様々な類型及び水準を示している。


  13 World Justice Projectによる定義


  14 出典：Report of the World Commission on Environment and Development：Our Common Future（Brundtland Report）


  15 出典：Open Government Guide
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